
＜メディアウオッチ＞   
 
福島原発事故の「収束」宣言で新聞が報じないもう一つの問題 
                                    上出 義樹 
 
野田佳彦首相が 12 月 16 日、東京電力福島第一原発事故の「収束」を宣言し

た。しかし、放射性物質が今も原子炉から漏れ続けるなど、問題だらけの事故

収束」だけに、翌 17 日付の朝日や毎日などは予想通り批判的な紙面を展開。東

京新聞は社説で「幕引きとはあきれ返る」と、切り捨てている。ただ、今回の

「収束宣言」には各紙が報じない、重要なメディアの問題が絡んでいる。週２

回開かれてきた、政府と東電の共同記者会見の「幕引き」である。今後、政府

や東電からの情報が減るなかで、「収束」の言葉だけが独り歩きすることは目に

見えている。ところが、国民の知る権利を損なうこの会見問題を、大手メディ

アは、16 日に開かれた最後の共同記者会見でも全く追及しなかった。 
 
国民の知る権利損なう共同記者会見の打ち切り  
福島第一原発事故関連の記者会見は、3 月 11 日の事故発生から１カ月半ほど

は、東京電力本店のほか、経産省原子力・安全保安院や内閣府原子力安全委員

会、文科省、厚労省など各省庁が個別に開いていた。しかし、「政府・東電統合

対策室」の設置に伴い４月下旬以降、個別の会見も残しながら、関係省庁と東

電による共同会見が東電本店で毎日、開かれるようになった。 
 
この共同会見は多いときで報道陣が百人を超え、とくに大手メディアのよう

な組織力がないネットメディアやフリーランス記者らには、いくつもの省庁に

同時にアクセスできるという大きなメリットがある。ネット中継の視聴者を含

め、放射能による健康被害などを心配する国民への説明責任を果たす上でも重

要な「オープン会見」として機能してきた。 
このため、７月下旬に共同会見の開催が週２回に減ったときは、ネットメデ

ィアやフリーの記者たちから強い反対の声が上がったが、そのときも大手メデ

ィアからはあまり反発がなかった。そして今回は「事故収束」宣言による「政

府・東電統合対策室」の解散を理由に、共同会見自体の幕が下ろされた。 
 
政府、東電、大手メディアの持たれ合い体質が会見問題から露呈 
その最後の 16 日夜の共同会見は図らずも、政府、東電、大手メディアのそれ

ぞれの姿勢や体質が露呈する形になった。原発事故「収束」をめぐる質疑応答

に続き、共同会見打ち切りの理由を「マスコミのみなさんから、そろそろ止め



てもいいのでは、という意見が出た」と説明する細野豪志・原発事故担当相（環 
境相）に、フリー記者が「マスコミとは新聞かテレビか、記者クラブか？」と、

たたみかける。「メディアの人たちとの信頼関係があるから言えません」。 
このやり取りの直後、ネット中継では、政府と大手メディアの「持たれ合い」

を批判する書き込みが一気に増えた。 
 
さらに、「公務」を理由に途中退席し、NHK ニュースに出演していた細野氏

と、理由も告げず途中退席した西沢俊夫東電社長の記者会見「軽視」の問題に

も厳しい批判が出たが、大手メディアは全く報じていない。結局、共同会見絡

みの記事は、朝日が 17 日付朝刊で共同会見が終了した事実などを簡単に書いて

いる程度だ。 
国民と直結した「オープン会見」を軽んじるこうした時代錯誤の「情報カル

テル」体質こそマスコミ不信の背景にあることを、当人たちはあまり自覚して

いないようだ。 
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